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代 4.0％、30 代 12.0％）から 2015 年（20 代 16.1％、
30 代 28.7％）と、20 代、30 代が全体の 45%にな
った。これに対し 50 代~60 代は、2008 年（50 代
27.9%、60 代 35.1%）から 2015 年（50 代 16.3%、
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兆円、2016 年度予算案では訳 2.4 兆円が計上され
ている。第 2 の矢の子育て支援については、補正
予算では、子育て支援に 511 億円、3 世代同居促
進に 161 億円などである。2016 年度予算案では、
出生率の引き上げのために保育所の新設や家計支
援に約 1.5 兆円が計上されている。中身は児童扶
養手当の引き上げに 1,746 億円、1 人親・多子世帯
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表 1 人口の推移（単位：人） 
 
 
表 2 年齢別人口数・割合（単位：人、%） 
平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
邑南町 14,456 13,866 12,944 11,959 11,100
島根県 771,441 761,503 742,223 717,397 694,188
前回比増減率　(単位：%)
平成7～
   12年
平成12～
   17年
平成17～
   22年
平成22～
   27年
邑南町 ▴4.1 ▴6.6 ▴7.6 ▴7.2








































































0〜14歳 18.2% 16.0% 14.6% 13.8% 13.2%
15〜64歳 69.7% 69.5% 68.1% 66.1% 63.8%





図 1 島根県邑南町の位置 
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林業 16 10 4 0 73 50 16 1
漁業 4 1 0 0 4 2 0 0
鉱業 12 6 1 5 5 1 0 4
建設業 794 586 84 35 530 361 67 25
製造業 657 407 23 146 597 399 23 130
電気・ガス・水道 20 19 0 1 18 16 1 1
情報通信業 4 1 1 0 10 3 4 1
運輸業 178 93 32 42 241 132 43 48
販売・小売業 729 420 48 40 597 364 40 41
金融・保険 57 31 22 1 47 28 19 0
不動産業 0 0 0 0 2 1 1 0








教育・学習支援業 315 245 48 10 341 258 53 8
複合サービス業 315 282 25 8 162 149 9 4
サービス業
(他に分類されないもの)
468 289 43 24 179 98 27 12
公務
(他に分類されないもの)
285 233 43 2 259 209 42 1




表 3 常住地による産業・15歳以上就業者数 
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2010（平成 22）年 5,091 人（85.7%）と、9 割近く
を占めるが減少傾向にある。一方、町外で就業す
る者は、2005（平成 17）年 857 人（12.9%）、2010
（平成 22）年 851 人（14.3%）となっており、町
外就業者のうち、県内他市町村で就業する者は、
2005（平成 17）年 468 人（町外の就業者に占める
割合 54.6%）、2010（平成 22）年 457 人（同 53.7%）
であるのに対し、県外就業者は、2005（平成 17）
年 389人（同 45.4%）、2010（平成 22）年 381人（46.3%）
となっている。また、県外就業者のうち広島県で
の就業者は、2005（平成 17）年 386 人（県外就業














るものが多い。30 代では、2012（平成 24）年 10
月〜2013（平成 25）年 9 月の転入理由は、転勤 10
人、就職 9 人、結婚・離婚 7 人、退職・家庭の事
情 7 人、住宅 6 人、その他 6 人、転職・転業 4 人、
不詳 1 人となっている。2013（平成 25）年 10 月
〜2014（平成 26）年 9 月では、結婚・離婚 14 人、
就職 13 人、転職・転業 9 人、住宅 9 人、転勤 6 人、





































































浜田市 107 94 13 15 132 121 11 12
太田市 30 28 2 2 20 19 1 1
江津市 86 80 6 7 72 67 5 5
川本町 240 218 22 22 217 200 17 17
美郷町 41 34 7 7 42 42 ー ー
その他県内
市町































広島市 50 41 9 10 29 21 8 8
三次市 83 83 ー ー 71 70 1 1
安芸高田町 48 48 ー ー 40 40 ー ー
北広島町 223 206 17 21 259 243 16 22
その他市町村 9 8 1 1 6 6 0 0
その他県外
都道府県
7 3 4 4 1 1 0 0
出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。
注：県内、県外の(　)%は、他市町区で従業・通学に占める割合である。広島県の(　)%は県外に占める割合である。
表 4 就業地別就業者数（単位：人・%） 
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転入総計 247 31 50 20 6 26 11 50 51 2
0～14歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
15～19歳 2 0 0 0 1 0 0 1 0 0
20～29歳 101 10 39 8 5 13 0 16 12 1
30～39歳 52 10 9 4 0 7 6 7 6 1
40～49歳 23 4 1 3 0 4 1 4 10 0
50～59歳 22 6 1 2 0 0 1 6 6 0
60～64歳 18 0 0 3 0 0 1 11 3 0
65歳以上 29 1 0 0 0 0 2 18 18 0




転入総計 241 33 55 22 6 29 17 40 39 0
0～14歳 4 0 0 0 1 1 0 2 0 0
15～19歳 14 0 8 0 1 0 1 3 1 0
20～29歳 69 9 27 8 4 11 2 5 3 0
30～39歳 62 6 13 9 0 14 9 6 5 0
40～49歳 25 10 4 2 0 2 0 6 1 0
50～59歳 23 8 2 2 0 1 1 4 5 0
60～64歳 17 0 1 1 0 0 1 6 8 0




表 5 年齢階級・移動理由別転入者数（単位：人） 
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